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1. 平成27年12月期第2四半期の連結業績（平成27年1月1日～平成27年6月30日） 

(注)平成26年7月1日付で普通株式につき2株を1株とする株式併合を行ったため、前連結会計年度の期首に当該株式併合が行われたものと仮定し、1株当たり 
   四半期純利益を算定しております。 

(2) 連結財政状態 

  

(1) 連結経営成績（累計） （％表示は、対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 四半期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

27年12月期第2四半期 194,402 3.8 29,126 35.5 26,670 36.6 △4,156 ―
26年12月期第2四半期 187,322 8.2 21,502 55.8 19,518 42.3 15,269 69.0

（注）包括利益 27年12月期第2四半期 1,487百万円 （△86.2％） 26年12月期第2四半期 10,761百万円 （△57.6％）

1株当たり四半期純利益 潜在株式調整後1株当たり四半期
純利益

円 銭 円 銭

27年12月期第2四半期 △32.73 ―
26年12月期第2四半期 120.23 ―

総資産 純資産 自己資本比率
百万円 百万円 ％

27年12月期第2四半期 502,886 181,482 35.4
26年12月期 481,966 184,638 37.5
（参考）自己資本 27年12月期第2四半期 177,978百万円 26年12月期 180,576百万円

2. 配当の状況 

（注）直近に公表されている配当予想からの修正の有無 ： 無 

 

年間配当金
第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

26年12月期 ― 0.00 ― 45.00 45.00
27年12月期 ― 20.00
27年12月期（予想） ― 25.00 45.00

3. 平成27年12月期の連結業績予想（平成27年 1月 1日～平成27年12月31日）  
（％表示は、対前期増減率）

（注）直近に公表されている業績予想からの修正の有無 ： 有  

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 415,000 5.4 55,000 15.8 51,000 9.6 12,000 △61.6 94.49



(1) 当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動） ： 無 

(2) 四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 ： 有 
(注) 詳細は、添付資料P.4「サマリー情報(注記事項)に関する事項」をご覧ください。 

(3) 会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示 

(4) 発行済株式数（普通株式） 

(注) 平成26年7月1日付で株式併合を行ったため、前連結会計年度の期首に当該株式併合が行われたと仮定し、前第2四半期連結累計期間における期 
   中平均株式数を算定しております。 

※四半期レビュー手続の実施状況に関する表示 
  この四半期決算短信は、金融商品取引法に基づく四半期レビュー手続の対象外であり、この四半期決算短信の開示時点において、金融商品取引法に基 
  づく四半期財務諸表のレビュー手続は終了しておりません。 

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
  本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、現時点で入手された情報に基づき判断した見通しであり、潜在的なリスクや不確実性が含 
  まれております。従いまして、実際の業績は、様々な要因により、これらの見通しとは異なることがありますことをご承知おきください。業績予想の背景及び 
  前提となる条件等については、添付資料P.3「連結業績予想に関する定性的情報」をご覧ください。 

※ 注記事項

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ： 有
② ①以外の会計方針の変更 ： 無
③ 会計上の見積りの変更 ： 無
④ 修正再表示 ： 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 27年12月期2Q 127,179,073 株 26年12月期 127,179,073 株
② 期末自己株式数 27年12月期2Q 179,746 株 26年12月期 177,371 株
③ 期中平均株式数（四半期累計） 27年12月期2Q 127,000,419 株 26年12月期2Q 127,007,873 株
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１．当四半期決算に関する定性的情報 

 

(1) 連結経営成績に関する定性的情報 

① 当期の経営成績 

当第２四半期連結累計期間における海外経済は、米国では雇用環境が改善し個人消費が堅調に推移する

など、景気の回復基調が継続しました。また、欧州ではギリシャ債務問題などの不安定要因があったもの

の景気は持ち直しの動きが続きました。一方、中国では経済成長のスピードが減速するなど、先行き不透

明な状況が続きました。わが国経済は、消費税増税後の停滞感が残るものの、企業収益の改善や個人消費

の持ち直しが見られるなど、景気は緩やかな回復基調で推移しました。 

このような状況のもと、当社グループは 2014 年度を起点とする３ヶ年計画「中期経営計画'14」の目標

を達成させるため、成長・収益市場への事業拡大、供給能力のスピーディーな増強、販売力とブランド戦

略の強化、差別化技術の構築などに取り組みました。 

その結果、当第２四半期連結累計期間の売上高は 1,944 億２百万円（前年同期比 70 億 80 百万円増、3.8％

増）、営業利益は 291 億 26 百万円（前年同期比 76 億 24 百万円増、35.5％増）、経常利益は 266 億 70 百万

円（前年同期比 71 億 51 百万円増、36.6％増）となりましたが、製品補償対策費及び製品補償引当金繰入

額を特別損失として計上したことにより、四半期純損失は 41 億 56 百万円（前年同期は 152 億 69 百万円

の利益）となりました。 

事業別の状況は次のとおりであります。 

 

② 事業別の状況 

  〔タイヤ事業〕 

タイヤ事業の売上高は 1,542 億 23 百万円（前年同期比 69 億 77 百万円増、4.7％増）となり、営業利益

は 266 億 15 百万円（前年同期比 67 億５百万円増、33.7％増）となりました。 

（新車用タイヤ） 

消費税増税前の駆け込み需要の反動などの影響による国内自動車生産台数の減少により、国内販売は低

調に推移しましたが、海外市場においては、新規ビジネスの獲得により、販売が順調に拡大しました。こ

の結果、販売量は前年同期並みとなりましたが、高付加価値商品の構成比の減少により、売上高は前年同

期を下回りました。 

（国内市販用タイヤ） 

消費税増税前の駆け込み需要の反動による減少などの影響により、販売量、売上高ともに前年同期を下

回りました。 

（海外市販用タイヤ） 

北米市場においては、販売量は前年同期並みとなりましたが、堅調な景気回復が続く中、高付加価値商

品である SUV 用タイヤの販売が好調に推移したことなどにより、売上高は前年同期を上回りました。欧州

市場においては、市況の悪化などの影響により、販売量、売上高ともに前年同期を下回りました。この結

果、海外市場全体では、販売量は前年同期を下回りましたが、売上高は前年同期を上回りました。 
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〔ダイバーテック事業〕 

ダイバーテック事業の売上高は 400 億円（前年同期比 45 百万円減、0.1％減）となり、営業利益は 17

億 64 百万円（前年同期比８億 68 百万円増、97.0％増）となりました。 

（輸送機器分野） 

自動車用防振ゴム及び自動車用シートクッションでは、消費税増税前の駆け込み需要の反動などの影響

により国内自動車生産台数が減少したこともあり国内市場は前年同期を下回りましたが、海外市場の防振

ゴムが堅調に推移したため、全体の売上高は前年同期を上回りました。鉄道車両用空気バネ及び鉄道車両

用防振ゴムでは、国内新車向け及び補修向けへの販売が好調であったため、売上高は前年同期を上回りま

した。 

（断熱・防水資材分野） 

断熱資材分野については、農畜舎向け資材の販売は好調でしたが建材メーカー向け硬質ウレタン原液の

販売が低迷したため、売上高は前年同期を下回りました。防水資材分野についても市況低迷の影響により

建築工事の発注が減少したため、売上高は前年同期を下回りました。 

（産業・建築資材分野） 

産業・建築資材分野については、建設用ホース類及び産業用ゴム引布の販売が低迷したため、売上高は

前年同期を下回りました。 

 

(2) 連結財政状態に関する定性的情報 

当第２四半期連結会計期間末の総資産は 5,028 億 86 百万円となり、前連結会計年度末に比べ 209 億 20

百万円増加しました。これは、主として、売上債権等が減少した一方、有形固定資産や棚卸資産、投資有

価証券等が増加したことによります。 

また、負債は 3,214 億３百万円となり、前連結会計年度末に比べ 240 億 76 百万円増加しました。これ

は、主として、未払法人税等が減少した一方、製品補償引当金や借入金等が増加したことによります。な

お、有利子負債は 1,467 億 97 百万円となり、前連結会計年度末に比べ 150 億 17 百万円増加しました。 

当第２四半期連結会計期間末の純資産は 1,814 億 82 百万円となり、前連結会計年度末に比べ 31 億 56

百万円減少しました。これは、主として、その他有価証券評価差額金等が増加した一方、利益剰余金や為

替換算調整勘定等が減少したことによります。 

この結果、自己資本比率は前連結会計年度末に比べて 2.1％減少し、35.4％となりました。 

 

(3) 連結業績予想に関する定性的情報 

第２四半期累計期間につきましては、原材料価格が想定よりも低位に推移したこと、為替が想定よりも

円安に推移したこと等により、営業利益及び経常利益について、前回（平成 27 年５月 12 日）発表時の予

想を上回ることとなりました。一方、当第２四半期に追加で製品補償引当金繰入額を特別損失として計上

したことにより、四半期純利益については、前回発表時の予想を下回ることとなりました。 

通期業績予想につきましては、同様の理由により、営業利益及び経常利益について、前回（平成 27 年５

月 12 日）発表時の予想を上方修正し、当期純利益については、前回発表時の予想を下方修正いたします。 

なお、下期の為替レートは、１US ドル＝120 円、１ユーロ＝130 円を想定しております。 

詳細につきましては、本日公表しました「平成 27 年 12 月期 第２四半期累計期間の連結業績予想値と決

算値との差異及び通期連結業績予想の修正に関するお知らせ」をご参照ください。 
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２．サマリー情報（注記事項）に関する事項 

 

(1) 当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動 

該当事項はありません。 

 

(2) 四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 

税金費用の計算 

一部の連結子会社を除き、当連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を

合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算する方法を採用しております。 

 

(3) 会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示 

会計方針の変更 

「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第 26 号 平成 24 年５月 17 日。以下「退職給付会計基準」

という。）及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第 25 号 平成 27 年３月

26 日。以下「退職給付適用指針」という。）を、退職給付会計基準第 35 項本文及び退職給付適用指針第

67 項本文に掲げられた定めについて第１四半期連結会計期間より適用し、退職給付債務及び勤務費用の計

算方法を見直し、退職給付見込額の期間帰属方法を期間定額基準から給付算定式基準へ変更、並びに割引

率の決定方法を割引率決定の基礎となる債券の期間について従業員の平均残存勤務期間に近似した年数

を基礎に決定する方法から退職給付の支払見込期間及び支払見込期間ごとの金額を反映した単一の加重

平均割引率を使用する方法へ変更いたしました。 

退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第 37 項に定める経過的な取扱いに従って、

当第２四半期連結累計期間の期首において、退職給付債務及び勤務費用の計算方法の変更に伴う影響額を

利益剰余金に加減しております。 

この結果、当第２四半期連結累計期間の期首の退職給付に係る資産が 688 百万円増加、退職給付に係る

負債が 1,447 百万円減少し、利益剰余金が 2,135 百万円増加（税効果調整前）しております。なお、当第

２四半期連結累計期間の営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純損失に与える影響は軽微でありま

す。 
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(4) 継続企業の前提に関する注記 

該当事項はありません。 

 

(5) 連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

会計処理基準に関する事項 

重要な引当金の計上基準 

製品補償引当金 

当社製品に関する改修工事費用等の対策費用の発生に備えるため、今後発生すると見込まれる金額を

計上しております。 

 

(6) 連結財務諸表に関する注記事項 

(連結貸借対照表に関する注記事項) 

偶発債務 

① 当社は、建築基準法第 37 条第２号の指定建築材料に係る国土交通大臣認定を受け、当社自身により、

又は当社の連結子会社である東洋ゴム化工品株式会社を通じて、建築用免震積層ゴムを製造・販売して

おりましたが、出荷していた製品の一部（製品タイプ：SHRB-E4 及び SHRB-E6、納入物件数全 55 件、納

入基数全 2,052 基）が国土交通大臣認定の性能評価基準に適合していないとの事実が判明し、平成 27 年

３月 12 日、国土交通省に対して自主的に報告を行いました。また、当社は、過去に複数回、建築用免震

積層ゴムの国土交通大臣認定を取得していますが、その一部の認定に際し、技術的根拠のない申請によ

り、国土交通大臣認定を受けていた事実も判明しました。 

    当社は、本件について、あらゆる可能性を想定し今後の対応・対策を検討してまいりましたが、所有

者様、使用者様、施主様、建築会社様等の関係者様のご意向に反しない限り、原則として、当該免震ゴ

ム全基について、当初の設計段階において求められた性能評価基準に適合する製品へと取替える方針を

決定いたしました。 

    また、平成 27 年４月 21 日には、平成 27 年３月に報告したもの以外にも、国土交通大臣認定の性能評

価基準に適合してない免震積層ゴムを納入していた建築物が存在すること（納入物件数 90 物件、全 678

基。なお、納入物件数９物件、全 177 基については、国土交通大臣認定への性能評価基準への適合性を

判断できておりません。）、及び平成 27 年３月に既に取消しとなった国土交通大臣認定以外の全 17 件の

国土交通大臣認定の一部にも、技術的根拠のない申請がなされていた疑いが判明いたしました。さらに、

その後の調査により、平成 27 年６月 19 日までには、上記 17 件の国土交通大臣認定の大半につき、技術

的根拠のない申請がなされていたことが判明しております。当社は、新たに判明した国土交通大臣認定

の性能評価基準に適合していない建築物についても、構造安全性の検証を踏まえたうえで、その必要性

に応じて、本来求められていた性能評価基準を満たした製品への交換・改修を進める方針です。 

    当該事象により、金額を合理的に見積もることができる改修工事費用等については当第２四半期連結

会計期間に製品補償引当金を計上しております。第３四半期連結会計期間以降の進行状況等によっては、

追加で製品補償引当金を計上すること等により当社の連結業績に影響が生じる可能性がありますが、現

時点では金額を合理的に見積もることが困難であります。 

 

② 当社は、平成 25 年 11 月 26 日（米国時間）、米国司法省との間で、自動車用防振ゴム及び等速ジョイ

ントブーツの販売に係る米国独占禁止法違反に関して、罰金 120 百万米ドルを支払うこと等を内容とす

る司法取引に合意し、平成 26 年２月６日（米国時間）、裁判所より同金額の支払を命ずる判決の言渡し

を受け、これを支払いました。 

本件に関連して、一部の自動車メーカー等と損害賠償に関する交渉を行っており、その結果は当社の

連結業績に影響を及ぼす可能性がありますが、現段階において、その結果を合理的に予測することは困

難であります。 
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(連結損益計算書に関する注記事項) 

製品補償対策費及び製品補償引当金繰入額 

当社は、建築材料の品質の国土交通大臣認定を受け、当社自身により、又は当社の連結子会社である

東洋ゴム化工品株式会社を通じて、建築用免震積層ゴムを製造・販売しておりましたが、出荷していた

製品の一部が国土交通大臣認定の性能評価基準に適合していないとの事実及び建築用免震積層ゴムの国

土交通大臣認定取得に際し、その一部に技術的根拠のない申請があった事実が判明したため、改修工事

等の対策に直接要した費用を製品補償対策費として、また第３四半期連結会計期間以降の改修工事費用

等の対策費用の見積額を製品補償引当金繰入額として特別損失に計上しております。 

 

(7) セグメント情報 

報告セグメントごとの売上高及び利益の金額に関する情報 

前第２四半期連結累計期間(自 平成 26 年１月１日 至 平成 26 年６月 30 日) 

    (単位：百万円) 

報告セグメント 

 
タイヤ事業 

ダイバーテ
ック事業

計 

その他 

(注) １
合計 

調整額 

(注) ２ 

四半期連結

損益計算書

計上額 

売上高    

(1) 外部顧客に 
対する売上高 

147,242 40,043 187,286 35 187,322 ― 187,322

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高 

2 2 5 96 101 △101 ―

計 147,245 40,046 187,291 131 187,423 △101 187,322

セグメント利益 
(営業利益) 

19,910 895 20,806 80 20,887 614 21,502

 

当第２四半期連結累計期間(自 平成 27 年１月１日 至 平成 27 年６月 30 日) 

    (単位：百万円) 

報告セグメント 

 
タイヤ事業 

ダイバーテ
ック事業

計 

その他 

(注) １
合計 

調整額 

(注) ２ 

四半期連結

損益計算書

計上額 

売上高    

(1) 外部顧客に 
対する売上高 

154,221 39,997 194,219 182 194,402 ― 194,402

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高 

1 3 4 92 96 △96 ―

計 154,223 40,000 194,224 275 194,499 △96 194,402

セグメント利益 
(営業利益) 

26,615 1,764 28,380 110 28,491 635 29,126

 

(注) １ 「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、国内関係会社に対する融資

及び債権の買取、不動産業等を含んでおります。 

２ セグメント利益の調整額は、前第２四半期連結累計期間 614 百万円、当第２四半期連結累計期間 635

百万円であり、セグメント間取引消去等が含まれております。 
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(8) 株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記 

該当事項はありません。 

 

(9) その他 

重要な訴訟事件等 

当社は、平成 25 年 11 月 26 日（米国時間）、米国司法省との間で、自動車用防振ゴム及び等速ジョイ

ントブーツの販売に係る米国独占禁止法違反に関して、罰金 120 百万米ドルを支払うこと等を内容とす

る司法取引に合意し、平成 26 年２月６日（米国時間）、裁判所より同金額の支払を命ずる判決の言渡し

を受け、これを支払いました。 

本件に関連して、米国及びカナダにおいて、集団訴訟が当社及び子会社に対して提起されているほか、

一部の自動車メーカー等と損害賠償に関する交渉を行っており、それらの結果は当社の連結業績に影響

を及ぼす可能性がありますが、現段階において、その結果を合理的に予測することは困難であります。 

 

東洋ゴム工業㈱（5105）　平成27年12月期　第２四半期決算短信

― 12 ―


	1506決算短信_目次_ 15.05.25
	1506決算短信_本文_① 15.07.28
	1506決算短信(財表)② 15.07.28
	1506決算短信_本文_③ 15.07.28



